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1．はじめに 

 わが国では，「景観・観光」，「安全・快適」，「防災」の観点か

ら無電柱化の推進がされている．その手法として「電線共同方

式」がある．この手法は道路の地下空間を活用して電力線，通

信線等をまとめて収容する無電柱化の手法であり，現在ではコ

ンパクトでコスト縮減が可能となる浅層埋設方式が標準化さ

れている．そのため，地表面から近いところにメンテナンスを

する中空の地中埋設物が作られることになる．しかし，このよ

うな電線共同溝は液状化の被害を受ける危険性があると言わ

れている． 実際に，2011 年 3 月に発生した東北地方太平洋沖

地震にの際に甚大な液状化被害が発生した千葉県浦安市では，

電線共同溝も被害を受けており 1)，液状化対策を設ける必要性

があると言える．そこで本研究では電線共同溝の液状化対策の

効果を明らかにすることを目的として，対策モデルでの一様液

状化地盤の模型振動実験を行う． 

 

2．実験概要 

 実験概要図を図-1 に示す．振動台(島津製作所製，EHV-3)上

に設置した砂箱(幅 1500mm×長さ 750mm×高さ 750mm)に珪砂 7

号(ρsat=2.44g/cm3，D50=0.17mm)を用いて厚さ 450mmの一様液状

化地盤を作成した．電線共同溝のモデルとしてセメント模型(単

位体積重量：22.5kN/m3)を用いた．ジオテキスタイルで砕石を

包んだものをこのモデルの下部に設置し，これを対策モデル 1

とする．また，対策モデル 1の側面に表面が不織布，内部がプ

ラスチック排水材のもの(以下，排水材と記す)を貼付し，これ

を対策モデル 2 とする．各モデルの寸法は図-2 に示す．地表

面から 250mmの地点の 2カ所に水圧計を設置し，過剰間隙水

圧を測定した．また，加速度計により振動台上と地盤上の加速

度，レーザー変位計により構造物の浮上量を測定した．入力波

は 5Hz，500gal，テーパー5秒の正弦波を用いて 40秒間加振を

行った． 

 

 

 

b) 対策モデル 2 

図-1実験概要図 

a) 対策モデル 1         b) 対策モデル 2                     

         図-2 各モデルの寸法図(mm) 

a) 対策モデル 2 
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3．実験結果及び考察 

 図-3 に各モデルでの過剰間隙水圧比の時刻歴波形を示

す．ここで，自由地盤とは構造物模型の設置されていない

地盤を指している．図-3より，どちらのモデルの自由地盤

においても過剰間隙水圧比は加振直後に急激に上昇し，0.9

ほどまで上昇しており，地盤がほぼ液状化したと言える．

これに対して，モデル直下での間隙水圧の上昇は低減され

ている．これは，対策モデルがあることによる有効応力の

上昇と，対策モデル下部の砕石の透水性が影響したことに

よるものだと考えられる．また，対策モデル 2 の方が水圧

の消散が早いことから排水材の効果があると考えられる．               

図-4に地中埋設構造物の鉛直変位の時刻歴波形を示す．こ

れは，地中構造物の変位をレーザー変位計で測定した結果で

ある．なお，同図には別途に行った対策モデル 2の結果も示

してある．同図より，対策モデル 1では加振開始からで 20秒

で構造物の浮上量は 64mmに達し，その後減少している．ま

た，対策モデル 2の浮上量は加振から 35秒で 41mmに達し，

最終的に 37mmまで減少し，モデル 1と比較し浮上量が大き

く低減されていることが確認できる．また，浮上量の大幅な

変動は構造物が浮上中に傾斜及び倒れることでレーザー変位

計との距離が広がったことが原因であり，構造物の浮上量そ

のものではないと考えられ，60mm 程度浮上すると構造物が

大きく傾斜すると考えられる． 

以上のことから，加振時に生じる液状化の程度に差はない

が，構造物の浮上量に大きな差が生じている．これは，排水

材が構造物の浮上に与える影響が大きいと考えられる． 

 

4．おわりに 

本研究では，推進される無電柱化に伴い増加すると考えられる電線共同溝の対策に関して検討を行うため，

模型振動実験を行った．この実験によって地中埋設管路である電線共同溝の液状化対策として重量増加及び

排水材を用いることで浮上抑制が期待されることが得られた．また，本研究の実験により，周辺地盤全てが液

状化するような大規模な液状化においても抑制効果があることが実証されたため，今後はどの程度の液状化

までであれば地中構造物への影響が生じないのかを調べる必要性がある． 
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a) 対策モデル 1 

b) 対策モデル 2 

図-3 過剰間隙水圧比の時刻歴波形 

図-4 地盤変位量の時刻歴波形 
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